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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみ

ると、個人消費は、新車販売台数が前年を下回ったものの、大型小売店販売額が３か月連続

で前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は緩やかに減少している。設備投

資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、基調として持ち直している。輸出は持ち直し

基調が続いている。観光は、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額ともに前年を下

回った。消費者物価は、１４か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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240

45

50

60

55

2018/112111098765432017/2

１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに減少

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．２ポイン

ト下回る４７．４となり、２か月連続で低下し

た。また、横ばいを示す５０を４か月ぶりに下

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．３ポイント下回る５０．０となり、横ばいを

示す５０を７か月連続で上回った。

１月の鉱工業生産指数は９５．４（季節調整済

指数、前月比▲３．９％）と２か月ぶりに減少

した。前年比（原指数）では＋１．９％と４か

月連続の上昇であった。

業種別では、一般機械工業、電気機械工

業、食料品工業など８業種が前月比低下、鉄

鋼業、金属製品工業の８業種が前月比上昇と

なった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年４月号
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３．百貨店等販売額～３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．７％）は、３か月連続で増加

した。

百貨店（前年比▲０．９％）は、衣料品、身

の回り品が前年を下回った。スーパー（同

＋１．２％）は、３か月連続で前年を上回っ

た。品目別では衣料品、身の回り品、その他

は前年を下回ったものの、飲食料品は前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．８％）

は、３か月連続で前年を上回った。

１月の乗用車新車登録台数は、１１，７０７台

（前年比▲４．７％）と３か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲８．５％）、

小型車（同▲１４．１％）が前年を下回った。軽

自動車（同＋９．９％）が前年を上回った。

２０１７年度では、１４４，８０５台（前年比＋５．９％）

と前年を上回っている。普通車（同＋２．１％）、

小型車（同＋５．１％）、軽乗用車（同＋１１．０％）

といずれも前年を上回っている。

１月の札幌ドームへの来場者数は、１３８千

人（前年比＋１４８．８％）と２か月連続で前年

を上回った。内訳は、プロ野球、サッカーの

開催はなく、その他が１３８千人（同＋１４８．８％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１月の住宅着工数は、１，４１１戸（前年比

▲８．１％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲０．９％）、貸家

（同▲１４．９％）、給与（同▲９６．７％）、分譲

（同＋２８．１％）となった。

２０１７年度では、３２，８７６戸（前年比▲０．６％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋１．０％）、貸家（同▲２．７％）、給与（同

＋１８．９％）、分譲（同＋４．３％）と貸家を除い

て増加している。

１月の民間非居住用建築物着工面積は、

６６，１２２㎡（前年比▲３４．５％）と３か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲８９．９％）、非製造業（同▲２８．３％）ともに

前年を下回った。

２０１７年度累計では、１，８２２，３７５㎡（前年比

＋９．４％）と前年を上回っている。業種別で

も、製造業（同▲３．７％）と前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１０．８％）が前年を上

回っている。

２月の公共工事請負金額は、１７７．５億円

（前年比▲１３．３％）と２か月ぶりに前年を下

回った。発注者別では、北海道（同▲５０．９％）、

市町村（同▲６８．０％）、その他（同▲３０．８％）

が前年を下回ったが、国（同＋５７．４％）独立

行政法人（同＋１０２．４％）が前年を上回っ

た。

２０１７年度累計では７，８０９億円（前年比

＋６．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２０か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９６０千人（前年比▲０．１％）と４か月ぶり

に前年を下回った。輸送機関別では、JR

（同▲８．９％）が前年を下回ったが、フェリー

（同＋４．０％）航空機（同＋０．２％）が前年を

上回った。

２０１７年度累計では、１１，６８９千人（同

＋１．９％）と前年を上回っている。

１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１８４，５８７人（前年比＋１３．２％）と２０か月

連続で前年を上回った。２０１７年度計では、

１，４０８，４０１人（同＋２３．７％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１７５，３４５

（前年比＋１８．９％）、函館空港が７，５０２人（同

▲２０．４％）、旭川空港が１，７１９人（同▲６３．１％）

だった。

１月の貿易額は、輸出が前年比８．１％増の

２８６億円、輸入が同１３．８％増の１，３２４億円だっ

た。

輸出は、一般機械、魚介類・同調製品、鉄

鋼くずなどが増加した。

輸入は、原油・粗油、電気機器、非鉄金属

などが増加した。

輸出は、２０１７年度計では３１６，１５５億円（前

年比＋６．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．１０ポイント）と９６か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．１％上昇し６か

月連続で前年を上回った。業種別では、建設

業（＋１３．８％）、宿泊・飲食サービス業

（＋１３．０％）、運輸、郵便業（＋１０．８％）など

が前年を上回ったが、卸・小売業（同

▲１．５％）などが減少した。

２月の企業倒産は、件数が１９件（前年比

▲２６．９％）、負債総額が３１億円（同▲２８．４％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

た。負債総額は、６か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別では、卸売業が５件、小売業、サー

ビス・他が４件などとなった。

１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．０（前月比▲０．４％）と６か

月ぶりに減少した。前年比は＋１．３％と、１４

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部（野菜等）を除き概ね安定して推移し

ている。石油製品の価格は原油高を背景に上

昇している。

道内経済の動き
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― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

＜ポイント＞

○世界経済の変動における震源地は中国であり、「一帯一路」は世界を大きく変える力がある

○世界情勢や気候の変化により、北海道は世界経済の十字路として大きく伸びる可能性がある

○北海道は世界（特にアジア）からの人流・物流に商機。対応するインフラ整備が必要

はじめに

中国が推し進める現代版シルクロード「一帯一路」構想や、米国の唱える「自由で開かれたイ

ンド太平洋地域」、さらに地球温暖化に伴い現実味を帯びてきた北極海航路など、ユーラシア大

陸とアジア太平洋地域にまたがる世界的な通商路が、政治・経済・環境など複数の要因で大きく

変わり始めています。

本稿では、まずこれらの世界的通商路の変動と今後の見通しについて、次に、新しい世界経済

の十字路になるかもしれない北海道の大きな可能性について述べます。最後に、これらの環境変

化と併せて、アジア地域から急増している人流・物流に対し、道内の交通・物流インフラや経済

をどうしていくべきかについて私見を述べたいと思います。

１．「一帯一路」vs「インド太平洋」？ －中国の戦略と米国の反応－

２０１８年の現在、世界の経済・産業・通商における変動と再編の震源地は、中国が中心となって

います。２０１３年に習近平国家主席が公式に提唱し、翌年１１月に中国で開催されたAPEC（アジア

太平洋経済協力）首脳会議で広く知ら

れることになった「一帯一路」。こ

の、中国が「新たな覇権国」として形

成を目指す経済圏は、中国から中央ア

ジアを経て欧州を結ぶ「シルクロード

経済帯」（一帯）と、中国沿海州から東

南アジア、インドを経て中東や欧州と

連なる「２１世紀海上シルクロード」（一

路）からなります。この構想が実現す

ると、陸と海で中国・アジア・中東・

欧州・アフリカがつながり、６９カ国の

４４億人を巻き込む巨大経済圏（世界の

経営のアドバイス

北海道経済の新しい地政学的位置
～ 変動する世界の通商路における可能性 ～

北海道文教大学 准教授

渡部 淳
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― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

GDPの３割相当、最大２，８００兆円超）が誕生します。

中国が特に力を入れているのが陸の「一帯」で、中国沿岸からカザフスタン国境に至る４，４００

kmの道路が既に完成。国境にある巨大な貿易特区には、周辺の中央アジア諸国からも安い中国

製品を求めて多くの商人が訪れています。海の「一路」も着実に「南下」を進めており、ラオス

のある大臣は「世界中からの投資を歓迎するが、中国との関係は別次元だ」と述べるほどです。

一帯一路構想は、巨大交通インフラの整備をテコに、経済関係５分野�での交流拡大と経済活性

化を推進することが狙いです。このユーラシア大陸を舞台にした中国の影響力拡大と世界の変容

は、もはや疑う余地がありません。習主席は「（中国と関係国の）双方にウィンウィンの関係」

や「他国の内政に干渉しない」ことなどを明言していますが、通商によって覇権の回廊を拓く新

しいアプローチは、国際政治経済の中でも最も注視すべき出来事で、周辺諸国には様々な不安も

あるものの、陸でつながっていない日本、そして北海道はこの世界の新しい事態を「どう活かし

ていくのか」ということを考える必要があります。

この中国の動きを地政学的に見ると、中国はまずその力をランドパワー（大陸国家）として、

西へ向けて着実に伸ばしてきています。これに対し、２０１７年のトランプ米大統領のアジア歴訪時

のキーワードは「自由で開かれたインド太平洋戦略」でした。これは、従来からのアジア太平洋

戦略に、急に「インド」を加えたものですが、この「インド太平洋地域」という言葉そのもの

が、中国のランドパワーとしての拡張に、米国がシーパワー（海洋国家）として牽制・対抗して

いく意志を明確に示したものとして注目されます。�

米国の外交・安全保障の歴史においては、北米大陸にとどまって自国の安全を守るランドパ

ワーの考え方と、世界の海に打って出て世界秩序や平和に積極的に関与するシーパワーの２つの

考え方が存在します。アルフレッド・セイヤー・マハン�のシーパワーの考え方は、先の大戦で

の米国の勝利にも貢献したとされ、米軍の海外展開や駐留、経済においては元来東アジア地域だ

けで構想されていたAPECへの参加など、安全保障・貿易経済における米国の方針にも見て取れ

ますが、今回、内向き（保護貿易主義的・自国最優先）のトランプ政権が、わざわざシーパワー

としての政策を言明したことからは、米国がいかにランドパワーとして巨大化する中国を警戒し

ているのかがわかります。

一方、先のトランプ大統領のアジア歴訪においては、中国で「トランプ節」がそれほど炸裂し

ませんでしたが、これは両国の関係というより習主席とトランプ大統領の「ビジネスマン」とし

ての相性が影響したと見ることができます。トランプ大統領は、職業政治家としての経験が全く

ない史上初の米国大統領で、不動産業で巨万の富を築き上げた純粋なビジネスマンです。そして

良くも悪くも政治や外交の常識や不文律・慣例などをほとんど知りません。そのため、急に台湾

�経済政策、インフラ、投資・貿易、金融、人的交流の５つの分野を指します。
�日本政府も麻生政権の時代からインドを経て中東・欧州へ至る道程を、「自由と繁栄の弧」として描いてきて
おり、日米両政府の中国を意識した世界戦略のイメージはほぼ一致していると考えられます。
�米海軍の父とも呼ばれ、司馬遼太郎著『坂の上の雲』に登場する秋山真之が師事した人物。
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― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

を応援すると言っておきながら、そのすぐ後に（取り巻きのスタッフにアドバイスされたのか）

「一つの中国」への理解を示す、といった具合です。

一方の習主席は、物静かな面持ちの裏で何を考えているのかよく分からない印象があります

が、実は米国留学経験もある国際派です。またビジネスライクな合理主義者の一面を持っていま

す。彼は第１次安倍政権がアジア関係を重視して訪中（２００６年１０月の日中首脳会談）したことか

ら、現政権には大きく期待していたと見られますが、第２次安倍政権では取って返したように米

国重視・対アジア強行路線となったので当初当てが外れたのではないかと思います。しかし、最

近の緩やかな日中関係改善の兆しと共存的互恵関係を示唆するさまざまなシグナルからは、習主

席のビジネスマンとしての東アジア戦略がにじみ出ています。安倍首相は中国を念頭に、日本の

GDP６００兆円達成を目標に掲げていますが、中国のGDPは実質・名目共に日本の倍以上であり、

G２としての米中関係の重要性は、今後ますます大きくなっていくでしょう。

では次に、鉄路で既に中国の「一帯」となっている中央アジア・東欧の現状および中国市場に

対する思惑と、逆に中国がこれらの地域に持っている食料・エネルギー戦略を考えます。

２．鉄路がつなぐ中国と中央アジアそして欧州 －それぞれの思惑－

大陸横断鉄道と言うと、ロシアのシベリア鉄道のことを思い浮かべる方も多いと思いますが、

現在、世界経済で最も熱い鉄路は、一帯一路の背骨とも言うべき中国版大陸横断鉄道「中欧班

列」でしょう。２０１１年に運行を開始して以来、中国からイギリスまで欧州３２都市・１２カ国を結

び、沿線には数々の経済的ホットスポットが誕生しました。レールの規格が異なるためコンテナ

の積み替えを行うカザフスタンのホルゴスには巨大な貨物基地ができ、運び込まれたコンテナ数

は２０１６年に約４５，０００個、２０１７年はそこからさらに倍増しているとみられています。中国では内陸

の工業都市である重慶が重要な基地となり、ポーランドを経由しドイツさらにイギリスまで、約

５０の路線を週１，７００の貨物便が運行しています。

この「中欧班列」の完成が世界経済にもたらした変化の１つは、それまでロシアに頼っていた

中央アジアおよび東欧の商人や農家が、安くて大量に届く中国製品や巨大な販売先である中国市

場へシフトしていることです。例えば

カザフスタンでは巨大消費地につな

がったことで活気づいており、大量に

買い上げてくれる中国向けに生産をシ

フトする地元農民も多く出てきていま

す。また、双方の国境沿いに作られた

経済特区には、周辺の中央アジア諸国

から商人が押し寄せていますが、ここ

でもロシアから中国への買い入れ先シ

フトが起こっています。この中国シフ

トの傾向は、ポーランドでも同じで、

欧州で中国製品を扱う最大の卸問屋街
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― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

「中国商城」には、バルト３国や地中海沿岸のヨーロッパ諸国からバイヤーが訪れています。一

帯一路は、鉄道を軸に既に中央アジアそして東欧を席巻し始めているのです。

そして、この一帯一路は、中国にも戦略上大きな恩恵をもたらします。かつて食糧とエネル

ギーの輸出国だった中国は、８０年代以降の急激な経済成長と、その後押しのため政府が地方の農

村を都市化したこと、そして残った農村でも若者が都市へ流出し働き手が少なくなっていること

によって、深刻な食糧・エネルギー不足に陥っており、今や世界の輸入大国へと変貌を遂げよう

としています。そのため、１４億人の食糧需要を満たそうと、かつて旧ソ連の重要な穀倉地帯だっ

たカザフスタンで、中国商人が小麦などの食糧を大量に買い付け、本国に送り出しているので

す。

さらに中国は石油の６５％を海上輸送でアフリカや中東に頼っていますが、最近の世界情勢の変

化には大きなリスクがあるため、陸路を活用できる中央アジア諸国は、今後拡大する中国のエネ

ルギー需要を満たす上で極めて重要であり、カザフスタンの石油掘削の現場では両国の責任者が

一緒に仕事をしています。また、もう１０年以上前の話になりますが、中国の地方都市では運転手

付きの車を所有するようなかなり裕福な家庭でさえ、電化製品を多めに使おうとするとブレー

カーが落ちたり、シャワーのお湯がすぐに水になったりしており、中国のエネルギー事情は大変

逼迫していると肌で感じた事があります。陸の一帯一路は、中国にとってエネルギー資源を安定

確保するための世界戦略ともなっているのです。

併せて、インフラを活かすための制度も見逃せません。大陸横断鉄道では多くの国の税関を通

行しますが、「中欧班列」では中国主導で複雑な税関手続きが簡素化され、A４の紙１枚で通過

する全ての国の税関をパスできるようになっています。高速道路はと言うと、中国では野菜など

の生鮮食料品を運ぶ際の高速料金が無料となっており、沿海州とカザフスタンを結ぶ道路の完成

で、野菜などが輸送されやすい環境となっています。

では次に、大陸横断鉄道と欧州、そして欧州の中国を軸にしたグローバル戦略を俯瞰しようと

思います。

３．中国と欧州の関係 －中国市場を舞台にした欧州の巻き返し－

大陸横断鉄道において中国側の拠点が重慶だとすると、欧州側における拠点の１つはドイツの

デュースブルグです。この街は、欧州最大の工業地帯であるルール工業地帯の中ほどに位置し、

古くから国際河川港として知られ、鉄鋼・機械・化学工業などが発達しました。周辺にはデュッ

セルドルフ�の他、ボーフムやドルトムントなどの工業都市があります。

また、ライン川を通じて南はスイスから北はオランダを抜けて海までつながってもいます。そ

して、その川は高低差が少なく幅広であるため、水運による物流が日本では考えられないくらい

活発に行われており、欧州経済の大動脈となっています。ドイツでは以前から、環境に配慮した

交通や物流に国を挙げて取り組んでおり、船舶と鉄道のネットワークが非常に充実していますの

�「日本企業の欧州進出の拠点」としてかつて２万人近い日本人が住んでいた都市
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で、大陸横断鉄道がデュースブルグに連結するのは、非常に合理的な物流なのです。ここの２４時

間稼働のターミナルでは、年間１，０００本以上の列車が中国とドイツの間を行き来し、ユーラシア

大陸と欧州の物流が交わる巨大物流拠点を形成しています。

このような欧州と中国の物流革命は、双方の製品にとって巨大市場に直接乗り入れることがで

き、長期的に見ると欧州経済にとってもメリットは大きくなると予想されます。日本も現在EU

と経済連携協定（EPA）の交渉を進めていますが、物流の観点では完全に中国が先行しており、

また欧州にとっても中国重視というのはそれほど新しい発想ではないと言えます。

例えば現在、世界最大の自動車市場は中国ですが、以前からこの市場に本格参入し、現在でも

大きなシェアを誇るのはドイツなどの欧州勢で、日本企業の参入は周回遅れとなっています。ま

た、最近話題の電気自動車への世界的シフトも、この中国市場を舞台にした欧州のグローバル戦

略であることは注目すべきでしょう。中国では深刻化する環境汚染や生態系の破壊が大きな社会

的問題になっており、２０１３年頃から「エコ文明（生態文明）」の建設ということが盛んに言われ

るようになっています。

そして、以前よりクリーンエネルギーや環境に配慮した物流などで、世界最先端を行く欧州に

とって、この「美しい中国」の建設は単なる商機にとどまらず、中国市場をテコにしたグローバ

ルスタンダード奪回の千載一遇のチャンスともなっています。自動車を例にすると、エコ分野で

の日本のハイブリッドカーは、燃費・内燃機関の効率・信頼性などから欧州のライバル勢にとっ

て大きな脅威であり、一時期盛んだった日本市場への売り込みも鳴りを潜めたように見えます。

しかしこれは欧州勢が、内燃機関や現行ハイブリッドで日本へ対抗することは諦め、かわりに中

国市場でのエコブームに乗り電気自動車の普及をリードする形で、業界における日本の優位を一

気にひっくり返し、欧州の技術規格を再び世界のスタンダードにしようという戦略なのです。自

動運転の開発に必要なAIやシミュレーションの分野でも、日本はドイツなどに立ち遅れてお

り、投入される予算も相対的に貧弱です。欧州で作られた自動運転の電気自動車が一帯一路に

乗って、ユーラシアの巨大市場を席巻する可能性も、現段階ではありうるシナリオなのです。ま

た、当然中国もエコ市場をテコに日本の技術的優位に切り込もうとしています。現在、世界最大

の太陽光発電市場は中国で、日本が出遅れを放置すると手遅れになる恐れがあります。

４．北海道でつながる世界的通商路 －インフラ整備の必要性－

これまで、中国の一帯一路を事例に、新しい通商路から生み出される世界の政治経済のダイナ

ミックな変動についてお伝えしてきました。そして、そこから見えてくるのは「物流・人流を呼

び込むインフラ整備」と「それを最大限に生かすための制度的支援」の重要性です。

北海道は一帯一路から海で隔てられていますが、その最北端かつ最東端という位置は経済地理

的に多くの可能性を秘めています。

まず最北端の利は、地球温暖化の進行によって現実味を帯びてきた北極海航路という海の通商

路です。これは主に氷がない夏の北極海を経由して極東と欧州を船で結ぶ航路で、まさに北の海

の一帯一路と言えます。そして「元祖」一帯一路の中国も今年に入って北極圏の貿易・経済を国

益の重要な関心事とする報告をまとめています。これまで、北極海航路は氷の影響からロシアの
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原子力砕氷船が必要でしたが、チャーター代が高額であるなどの理由で実用的な航路ではありま

せんでした。しかし、２０１２年にオブリバー号が北極海航路の航行に成功して以来、北極海は今や

LNGなどのエネルギー輸送に、そして将来的にはより広範な物流にも活用される可能性があり

ます。北極海航路で欧州の玄関口にあたるノルウェーでは、EUと他の自由主義経済圏をつなぐ

物流・エネルギー拠点として既に港湾や関連施設の整備を進めていますが、アジア側の自由主義

経済の玄関口である北海道にも同じような地政学的利点があるのです。

次に最東端の利は、近年特にアジアからの観光客増加で注目される航空路、空の通商路です。

現在、新千歳空港には海外から人が大量に押し寄せ、今後も増加が見込まれますが、現状では世

界からの人流・物流に十分対応しきれていません。北海道はユーラシア大陸から見ると北東の外

れですが、太平洋の向こう側、特に北米から飛んでくる飛行機にとっては潜在的に重要な場所と

なっています。長い太平洋航路をジェット燃料満載にしてギリギリで飛んでくる飛行機にとっ

て、最初の着陸可能な陸地である北海道を眼下に望みながら、さらに１時間以上かけて成田や羽

田まで飛ぶのは、燃料補給の観点からあまり合理的ではないのです。航空機の太平洋航路から見

ると、北海道に物流のハブ空港があり、そこから日本各地あるいはアジア各地への便にバトン

タッチして飛ぶほうが合理的です。北海道は世界的な物流・人流を考えた際、国家的な経済戦略

レベルで重要な場所となりえる地域ですので、地元からもさまざまな構想を練り、働きかけてい

くことも大切かと思います。

現在の道内の交通インフラを見ると、地域の社会インフラとしてもその完成はまだ先のようで

す。例えば、本州では東京・名古屋間で２つ目の高速道路の建設が進んでいますが、北海道では

物流の要となる高速道路が今も一本につながらず、全面開通には確かな見通しが立っていないよ

うです。北海道経済はその意味で、まだ物流のためのインフラが整った経済と言えないのかもし

れません。また、本州では高速リニア鉄道の建設が始まっていますが、北海道はようやく道南の

端に新幹線が乗り入れるようになったばかりです。そしてインバウンドで沸く新千歳空港と札幌

を結ぶ快速エアポートは、通勤・通学客と観光客で車内がごった返しており、香港などの空港と

都心を結ぶ鉄道システムに比べるとまだ改善の余地があるように感じられます。

物流・交通インフラへの投資で通商路や経済環境が大きく変わっていく昨今、北海道は、一帯

一路を経由した東端、北極海航路の玄関口、また太平洋航路の潜在的ハブの１つというロケー

ションを活かし、世界の通商路における十字路・物流のホットスポットになる可能性を秘めてい

ます。しかし、現在でも押し寄せる観光客を十分に受け入れるインフラがない以上、国内経済そ

して広く世界の通商路と連結するためには、社会経済政策の視点から今一度道内の交通インフラ

を戦略的に構想し直す必要がありますし、またその価値も十分にあると思います。特に、高速道

路と鉄道については国からの財政出動も含め、もう少し長期的かつ広域的な視座で考える必要が

あるでしょう。道内のインフラ整備が不十分だと、せっかくのインバウンドも離れていってしま

うかもしれません。中国向けの旅行代理店からの聞き取りによると、アジアからの観光客にとっ

て一番の不満は、旅の多くが移動時間に費やされることだそうです。道内空港の一括民営化によ

る空のネットワークもこの観点からも考えてみる必要があるように思います。
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５．ロシアの「連水陸路」に学ぶ －空・水・鉄路で一帯一路のエネルギーを北海道へ

本稿では、世界的な通商路の変動における北海道の地政学的位置というものを、今後の潜在的

な物流ルートも含めて自由に考察しました。では、現実に大きく動き出している一帯一路が、陸

でつながっていない北海道経済の戦略にどう関わってくるのでしょうか。私はここで、ロシアの

「連水陸路」という発想を参考にしたいと思います。これは、船で隣の河川へ渡りたいときに、

間の陸地は船を陸上輸送して次の河川に移動するという考え方です。以前、ロシアの政府関係者

が「朝鮮半島が統一されて安定したら、シベリア鉄道を朝鮮半島に通し、その先にトンネルを通

すか船などに積み替えると、日本にも鉄路が理論上つながるのに」という話をしていましたが、

その基礎にもこの考え方があるのでしょう。

私は、北海道もこの発想で、一

帯一路のエネルギーを取り込むこ

とができると考えています。いう

なれば、大陸と北海道を空路・水

路・（間接的に）鉄路でつなぐ「連

陸空路」・「連陸水路」・「連陸鉄路」

です。これらは、大陸の活力を取

り込む「待ちの姿勢」だけでな

く、北海道の産品を送り込む「攻

めの姿勢」にも必須です。

一帯一路の物流ビジネスを扱う

深圳のような大都市は、北海道に
多くの観光客が訪れる香港に隣接

し、比較的裕福な広東省にあります。一帯一路の物流で蓄えられた財を、観光などで活性化して

いる北海道への人流・物流に乗せて、引っ張ってくることができる分野はこれから継続的に成長

するでしょう。一帯一路でより豊かになった富裕層向けの高付加価値サービス・製品、あるいは

北海道にしかない自然環境や食材を活かしたビジネス展開はこれからも続くと考えています。そ

して、これは北海道にとっても千載一遇のチャンスです。

より豊かになった沿海州では、サービスの単価が日本国内の相場を大きく超えています。例え

ば、日本へのツアーの場合、多言語対応のスマホアプリで、中華圏向けに販売されている商品を

見ると、中国語や英語でのスノーボードやスキーの１日レッスンが６万円。雪景色の中で撮影す

る新婚向けのフォトセッションは、１日で４０万円となっています。広東や福建、台湾などには新

婚さんが芸能人の写真集のようなアルバム撮影をする文化がありますが、聞き取りによると費用

は現地でも３０万円を超えており、支払いに抵抗のない額だそうです。中国出身の元教え子は、北

海道に多くのチャンスがありながら地元の人に見逃されている様子を見て「（北海道の）日本人

は欲が無さすぎる」と嘆いていました。これを機に私たちが一念発起して英語や中国語を学ぶの

も手かもしれませんが、こういう起業家精神旺盛な留学生を、北海道の戦略的人材と捉え直すの

も、この新しい流れを逃さない方策の１つだと思います。私が今、北海道の若者だったら、語学
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やカメラの技術を活かした起業をしているだろう、といつも思います。

最後になりますが、これからの北海道で鍵となってくるのは、変化する世界情勢とマーケット

の冷静な分析（何が求められているか）から見た地場の魅力・潜在力の発掘と商品化です。そし

て、それは全国に横並びで存在するもの（ゆるキャラなど）の模倣ではなく、「そこならでは」

という徹底した地域の自己分析から得られるものでしょう。台湾からの旅行客の多くは、どんな

に高価でもイチゴを買って食し、お土産にします。また、その台湾では島を一周するサイクリン

グがブームになっており、これを北海道で展開できれば、道東やオホーツク沿岸の町で交流人口

が増やせそうです。最近の中国の観光客は、旬の風景（春から初夏の芝桜やチューリップ）を愛

でるなど、観光のトレンドも深化しています。まだ私たちが気付いていないもの、ブームになっ

ていないものの中にも宝が眠っているかもしれません。四季折々の魅力を捉え直しブランド化す

ることができれば、夏あるいは冬だけの観光地にも通年で人を呼べるかもしれません。道東のあ

る村には、facebookやinstagramなどSNSを活用したコミュニケーション戦略によって成功してい

る体験・滞在型のレストラン宿泊施設もあります。世界の風を読み、その中で自らの地域を見つ

め直し発信する、そんな地道なプロセスの先に皆さんの地域が活性化するヒントが眠っていると

思います。海外の人にしかわからない価値（外部の目）と、地元の人しか知らない・わからない

価値（内部の目）の二つの目で地域を見る時に、新しい未来が描けるのです。

（平成３０年３月１日）

（参考資料）

NHK BS１ 国際報道２０１７「特集 中国と欧州を結ぶ「一帯一路」急拡大する鉄道貿易」（２０１７年

５月１２日放送）

NHK BS１ スペシャル「シルクロードにかける野望 中国「一帯一路」最前線」（２０１８年１月７

日放送）

NHK BS１ スペシャル「西へ“一帯一路”の奔流 カザフスタン／ヨーロッパ」（２０１８年１月７

日放送）

＜執筆者紹介＞

中央大学総合政策学部、英国University of Warwick大学院、デュースブルグ大学東アジア研究所

客員研究員、北海道大学大学院助手、中央大学政策文化総合研究所客員研究員などを経て、現

在、北海道文教大学准教授。米国国務省国際人材交流プログラム（IVP）卒業生。英国テレグラ

フ紙、ドイツ国際放送、香港サウスチャイナモーニングポスト紙など解説多数。専門は政治学、

国際関係論、国際政治経済学。
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１．大連のスキーブーム

雪があまり降らない大連ですが、今年は３回も大雪が降りました。雪といえばスキーと言う人

も多いと思いますが、近年は、大連でも市民の所得増加にともない、スキーレジャーが生活に浸

透してきています。

中国におけるレジャーとしてのスキー人口は、２０１６年の統計で１，１３３万人（前年比１７３万人増、

同１８％増）となっています。それでも総人口１３．９億人の１％にも達していません。

しかし、２０１５年時点で５６８箇所しかなかったスキー場は、２０２２年の北京冬季オリンピック開催

時には、１，０００箇所程になると予想されています。黒龍江や北京で相次いでゲレンデが整備さ

れ、中国のスキー場は週末や春節時期に多くのスキーヤーで賑わい、入場制限が行われるほどの

活気に溢れています。まさに今、スキーブームの黄金期を迎えている状況にあると言えます。

大連市内から一番近い場所では、大連事務所より北西に

１０kmほどの位置に「大連歓楽雪世界スキー場」がありま

す（札幌でいえばテイネや藻岩山の距離感です）。総面積

は２０万�、ゲレンデ面積は６万�で、一日の入場者数は
２，０００～４，０００人。ナイター設備もあり、多くのスキーヤー

が利用しています。

用具の貸出しも行っており１，５００セットの用具（うち５００

セットは、株式会社スワロースキー（長野県）社製の高級

スキー板）が用意されています。ゲレンデ設備は、２人乗

りリフト（８００ｍ・２基）とオーストリア製のリフト（１００

ｍ・１基）の他、手すり付きの雪上エスカレーターなどが

あります。

大連の地元の人々は、スキーに対する憧れが強く、特に

サラリーマンは、新たな刺激を求めてスキーを始める人が

増えています。現在、大連のスキー人口は２０～２５万人（大

連市の人口は５９３．６万人）といわれ、雪が少ない都市では

あるものの、市民はスキーレジャーに多くの魅力を感じて

おります。

また、温泉にも流行の兆しが見られます。大連市政府

は、「スキーと温泉」の観光促進のためにイベントを開催

アジアニュース

大連のスキーブームおよび自由貿易試験区について
北洋銀行ソリューション部
大連駐在員事務所

副所長 徐 陽
助理 李 傑

大連観楽雪世界スキー場

事務所のある森ビルとイルミネーション
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エリア 重点産業

大連エリア
面積：５９．９６�

現代サービス業（港湾物流、国際貿易、金融サービス、技術革新、サービスア
ウトソーシング、国際会議・展示会、観光、文化など）、現代設備製造業、ハ
イテク産業（石油化学、自動車、船舶・海洋工事、航空製造、電子情報、バイ
オ医学など）及びリサイクル産業の発展

瀋陽エリア
面積：２９．９７�

装備製造、自動車と部品、航空装備などの先進製造業と金融、科学技術、物流
など現代サービス業の発展、国家新型工業化モデル都市の整備、東北地域科学
技術イノベーションの発展レベル引き上げ、国際競争力を有する先進装備製造
業基地の建設

営口エリア
面積：２９．９６�

商業・貿易物流、越境EC、金融等の現代サービス業と次世代情報技術、ハイ
エンド装備製造等戦略性新興産業の発展、地域性国際物流センターとハイエン
ド装備製造、ハイテク産業基地の建設、国際船舶から鉄道連絡線へのターミナ
ル構築

（参考：国務院公布の遼寧自由貿易試験区資料より）

し、冬季の観光客誘致に力を入れています。大連郊外に４カ所のスキー場や温泉リゾート地が開

発され、温泉やスキー愛好者の誘客を図っています。

札幌は非常に雪が多い地域で、スキー人口も多く日本全国や海外からもたくさんの人が訪れる

都市ですが、スキー場の運営指導やスキー指導者の相互交流などを通じて、北海道と大連市に

もっと沢山の交流機会ができると嬉しく思います。

大連は春から晩夏にかけ観光のピークを迎えますが、冬に市内全域で飾られるイルミネーショ

ンはとても美しくロマンチックです。日本との関わりも古く親日的な地域ですので、ぜひ北海道

から多くの方がお越しくださることをお待ちしています。 （李 傑）

２．遼寧自由貿易試験区

大連事務所が管轄する東北エリア�及び華北エリア�では、中央政府により、２０１４年に北京と天

津・河北省の共同発展を目的とした「天津自由貿易試験区」が、さらに２０１７年には経済発展が遅

れている東北三省を牽引する目的で「遼寧省自由貿易試験区」が設置されました。

（１）自由貿易試験区の設置目的

習近平政権は、経済成長重視により発生した生産能力の過剰や環境汚染などの問題を解決する

ために、「成長速度重視」から「質や効率を重視した成長」へシフトすることを決定。持続的な

安定成長を維持しつつ、停滞していた改革・開放を再始動させるため、李克強首相が一連の現地

を視察し、対外開放拡大をテコに国内改革を推進する方法として、自由貿易試験区の構想を打ち

出しました。

そして、中国全土の発展を促進できる普及可能な新制度の形成に向けた、ノウハウを蓄積する

目的で、２０１３年に国内で最もグローバル化していた上海市に中国初の自由貿易試験区（１７０．７２

�）が設置されました。その後、２０１４年に天津市、福建省、広東省、２０１７年には遼寧省、浙江
省、河南省、重慶市、湖北省、四川省、陝西省に設置され、全部で１１の試験区となりました。

（２）遼寧自由貿易試験区の内容

遼寧自由貿易試験区は、旧東北工業基地の総体的な競争力と対外開放水準を高める新たなエン

ジンと位置づけられ、大連を含む下記のエリア（総面積：１１９．８９�）で構成されています。

�遼寧省、吉林省、黒龍江省をさす
�山東省、河北省、北京市、天津市をさす
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遼寧自由貿易試験区・大連エリア正面入口 赤枠内が大連自由貿易区エリア

金融サービス 銀行サービス、専門健康医療保険、ファイナンス・リース
運輸サービス 遠洋貨物輸送、国際船舶管理
商業貿易サービス 情報処理サービス、ゲーム機・遊戯機の販売及びサービス

専門サービス
弁護士サービス、企業信用調査、人材仲介サービス、投資管理、工事設
計、建築サービス

文化サービス 各種講演の企画・提案、娯楽施設の提供
社会サービス 教育研究、職業技術訓練、医療サービス

総面積の半分を占める大連エリアは、新設された国家級新区の一つ「金普新区」�に位置し、

遼寧自由貿易試験区の重要な構成要素の一つとなっています。

これまでの経済開発区との最大の相違点は、徹底した行政手続きの簡素化にあり、先進国並み

の規制緩和や貿易の利便性を追求することで、より多くの外資と先進技術の導入を期待していま

す。

先行する上海試験区の経験を参考にして、投資が禁止された分野以外なら原則として国内外の

企業が自由に参入できること（投資の自由化）、貿易窓口の一本化や通関の効率化（貿易の利便

化）、海外との資金のやり取りがスムーズに行えること（金融の国際化）等を順次推進していく

こととされています。

自由貿易試験区で最も注目される特徴は、サービス分野を中心とした規制緩和の拡大であり、

下表に示されるような、金融や運輸、その他のサービス業全般の発展に向けた取組みが促進され

ています。

�金州新区（金州区・開発区）、保税区、普湾新区から成る
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他に、緩和の公表が従来のような「ポジティブリスト方式（許可する分野を明示する）」から

「ネガティブリスト方式（明示された分野以外は許可する）」に変わったことや、試験区に進出す

る外商投資企業の設立、M&A、経営期間の延長など規制に関する規定の停止、審査確認の省

略、登録制度の導入など、手続き及び通関業務を簡素化し、物流を円滑化させ、行政窓口の利便

性向上及び協力強化による一体的な管理体制の構築を目指すことにしています。

２０１７年４月の正式稼動以降、遼寧自由貿易試験区の新規登録企業数は８，８００社（２０１７年６月末

統計）を超え、同時期に開設した７試験区の中では最も多くなっています。

現在、東北三省の新たな振興や北東アジア地域との連携強化に向けた取組みも模索中ですが、

試験区内に設立された中国企業は、対外投資に際して従来のように煩雑な許認可を取る必要がな

いことや、投資資金の流動性が高いことなど、試験区での優遇措置を利用した新しいビジネスが

可能となっており、対外投資規制緩和のメリットが大きいことが明らかになっています。

（３）終わりに

大連は、東北アジアの港運センターとして、最大の対外貿易港・物流プラットホームを有し、

東北三省での中国における７割の海上輸送や９割のコンテナ輸送を担っています。

自由貿易試験区の設立により、大連及び東北三省の対外貿易（特に港湾、金融、物流、貿易と

いう四つの業種）の迅速的な発展を促進できる他、就職難の解決、新たな企業誘致、資金の導

入、対外サービス貿易レベルの向上など、様々な問題の解決が可能であると考えられています。

また、今後は試験区で新しいビジネスモデルが生まれる可能性もあります。

北海道産の商品は、中国国内での知名度がとても高く、北海道の観光PRや道産品に関する展

示会、商談会が頻繁に開催されています。食品、酒類、化粧品、健康食品等様々な企業が積極的

に商談会に出展していますが、この制度を利用して新しいビジネスチャンスを捉えることも可能

です。

大連事務所では華北・東北エリアにおいて、販路開拓や資材調達のほか、希望する情報の収集

や現地企業との商談や紹介、訪問アレンジや視察への同行、現地金融機関の紹介などを行ってい

ます。中国ビジネスに関する疑問などがあれば遠慮なく、北洋銀行大連事務所もしくは北洋銀行

ソリューション部までご相談ください。 （徐 陽）
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１．はじめに

ベンチャー企業とは、時代のニーズを背景に、独自の技術や製品で急成長していく企業のこと

をいいます。そして、毎年新たなベンチャー企業が産声を上げ、イノベーションの担い手とし

て、産業界を盛り立てています。産業界における大学発ベンチャーも広がりを見せ、２０１７年度の

経済産業省の調査では、全国で２，０９３社に上ります。

また、北海道大学（以下、北大）においても、２０１６年４月に発足した、「北大発ベンチャー認

定制度」によって認定されたベンチャー企業は、２０１８年２月２２日時点で、２０社になります。

北大発ベンチャー企業と認定されるためには、新たな技術やビジネス手法を活用した企業であ

り、北大の研究成果を技術シーズとして事業化・創業することや、北大の学生または教員（過去

も含む）が設立に深く関わっていることなどの条件があります。これまでに認定された企業は、

バイオヘルスケアやIT、環境テクノロジーなど業種も様々であり、それぞれの強みを生かした事

業活動を行っています。

この北大発認定ベンチャー企業について、今回からシリーズでご紹介します。

２．北海道マリンイノベーション株式会社

第一回は、北海道マリンイノベーション株式会社（代表取締役 布村重樹 函館市）です。同

社は、２０１７年６月に設立され、北海道の海洋資源である海藻の機能性成分の抽出・販売と、原料

である海藻の安定供給などを事業目的としています。

○未利用資源のガゴメコンブ

函館の土産店に行くと、必ずと言っていいほどガゴメコンブを使った商品が販売されていま

す。このコンブ、以前はとろろ昆布や松前漬けなどに加工される程度でした。しかし、２００３年か

ら函館地区で行われてきた文部科学省の都市エリア産学官連携促進事業（一般型）（以下、促進事

業）で、ガゴメコンブの生態解明と利用方法を研究テーマに事業が始まると、今まで知られてい

なかったガゴメコンブの良さに注目が集まるようになります。当時を振り返り、布村社長は「ガ

ゴメコンブ？なんだろう、それって感じでした」と話します。彼は、身近に良い素材があり、ま

だ脚光が当たっていないことにもったいなさを感じ、ガゴメコンブを原料とした製品の販売や商

品開発などに、積極的に関わっていきます。

「函館は人口も産業も減り、町自体が衰退している。常に肌身で感じているから、町を元気に

北大発ベンチャー

北海道マリンイノベーション株式会社
代表取締役 布村 重樹さんに聞く
～Win-Winの関係を作るコーディネーター。それが自分の役割～

北海道大学 産学・地域協働推進機構

千脇 美香
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する何かをしたいと思っていました。それと同時に自分の会社にとっても、何か新しい事業を作

らなければならないと感じていました」と話す布村社長は、実は株式会社ノース技研という１９６７

年から続く建設コンサルタント会社の経営者でもあります。

「公共事業は減り、将来は先細りになっていく。今すぐ会社が潰れるわけではないけれど、常

に危機感はありました」と、話す布村社長。促進事業の中で得られた研究成果を活用して地域ブ

ランドを作りたいと思うようになり、自ら全国各地へ視察に出かけます。その中で分かったこと

は、都市部の大消費地頼みで、地元に地場産品を消費できる場所が少ないということ。自ら価値

を高め、地域のブランドを作りだしているところはごく僅か…。

布村社長は、素材に高い付加価値をつけて、地元の産業に育てていくことが必要と、強く感じ

ます。

○地域で起こる小さな変化

まず、ブランド化のために地域ぐるみで行ったことが、ガゴメコンブの商品開発です。さら

に、PR活動や観光産業との連携など、地元では徐々にガゴメコンブに対する期待感が高まって

いきます。TV番組でも取り上げられ、空前のガゴメブームがやってきました。浜値も変化し

て、ブーム前はキロ１，０００円程度のものが、キロ５，０００円ほどに高騰します。地元の漁師さんも期

待して養殖を始めます。しかし、ブームというのは去るのも早く、浜値はブーム前のキロ単価よ

り安くなることに…。

布村社長は「マスコミで取り上げられてブームになった後、それをフォローするのは地元の役

目。地域ブランドはその努力をしないといけないってことに気づかされました」と話します。

そこで彼は、消費者へ素材の良さを伝えるために、夏の３カ月間だけ地元企業の仲間と一緒に

アンテナショップを立ち上げます。アンテナショップでは、海藻類の機能性についての講演会や

試食会などを行いました。その中で強く感じたことは、「情報をきちんと伝えることが必要だ」

ということです。

その活動は函館市役所の方の目に留まり、函館市のバックアップを受けて、常設のアンテナ

ショップへと成長していきました。

○地域密着型の産学官連携組織

プロモーション活動が結実し、地域ブランドへと成長していったガゴメコンブ。２００９年度から

は文部科学省の地域イノベーション戦略支援プログラムである函館マリンバイオクラスター事業

が始まりました。産学官の連携組織がきちんと出来上がり、２０１３年度の事業最終年度には、ガゴ

メコンブなどを活用した商品が新たに２００品目以上生みだされ、およそ１００億円の累計売上に達し

ました。しかし事業が終わると、産学官を繋ぐコーディネーターの存在がいなくなるという、新

たな問題が浮かび上がってきました。

「事業の期間中は、商品デザインの考案や販売努力を一緒にしてくれて、必要な試験データを

まとめてもらえたり…。今までは専属で各機関との調整を行ってくれる…」といった
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「皆さんに喜んでもらえるコーディネーターになりたい」と話す布村社長

コーディネーターの存在は、地域で産学官の取組みを行う場合には重要だと、布村社長は話しま

す。そして、社長自らが持ち前のフットワークを生かし、「やる人がいないなら、自分達でや

る」と、任意団体である『海藻活用研究会』を２０１７年２月に立ち上げました。この研究会は、北

海道大学大学院水産科学研究院の安井肇教授が会長に、同研究院の宮下和夫教授が副会長を担

い、会員に民間企業が１０社ほど加盟。特別会員として函館市や北海道渡島総合振興局、鹿部町や

漁業組合などが参画する産学官の連携組織です。

しかし、研究会は任意団体であり、法人格がありません。商品として販売するためには、しっ

かりとした組織が必要となります。

「販売をするとなるとやは

り、会社が必要です。誰が責

任持って漁師さんから海藻原

料を集めて機能性成分の抽出

を行うのか。加工メーカーに

誰が販売するのか」。布村社

長はそれを担う会社組織を立

ち上げることを決意します。

函館の企業であり、地元に応

援してもらえる企業。それ

が、布村社長が目指す、北海

道マリンイノベーション株式

会社の姿です。

布村社長は「原料の生産地

に近いからこそやれることが

あります。加工メーカーはき

ちんとした品質を安定した量

と価格で確保したい思いがあります。それに応えるためには、生産者とともに努力して原料の生

産性向上や品質の安定化に取り組む必要があります。それは、地元にいないとできません」と、

言葉に力を込めます。
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○産声を上げた会社の象徴

こうして出来あがっ

た商品が、２０１７年１２月

に同社から発売を開始

した「北大石鹸」（以

下、石鹸）です。この

石鹸は３種類あり、海

藻由来成分である保湿

性をもつフコイダンや

抗炎症作用や抗酸化作

用のあるフコキサンチ

ンが豊富に含まれてい

ます。

この石鹸の誕生にあ

たっては、布村社長が

大切にする「伝えることの重要性」が起因となりました。布村社長は石鹸について、「会社とし

て何ができるのかといったことを、きちんとメーカーさんにお見せすること。海藻から機能性成

分を抽出できますといって、資料で説明するよりも、石鹸を持って行って最終商品としての実際

の使い道をお見せすることが、当社の技術を説明するにはとても効果的です。メーカーさんに当

社は機能性成分の原料が供給できますといっても使い方のイメージがわかないですよね」と話し

ます。

また、石鹸を作ることによって思わぬ副産物も手に入れました。それはノウハウの蓄積です。

「実験室とは違い、徐々にスケールアップしていくと製造工程の改善点が分かってきます。その

経験は会社の財産になります」。さらに、実際に製造を行う社員とともに、店頭での体験販売を

通じ、消費者の生の声を聞くことで石鹸に改良を施しました。この行動も布村社長の「伝えるこ

と」へのこだわりの一つです。

機能性成分が豊富に含まれた３種類の石鹸
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函館国際水産・海洋総合研究センター内にある同社の製造室

製造部長の渡辺伸一さん

○コーディネーターとしての会社の役割

布村社長の目標は地域全体が利益を得る仕組みを作ることです。「地域ブランドは誰か一人が利

益を得る仕組みでは長続きしません。皆さんがwin -winにならなければ地域ブランドとしての産

業は広がらない。一カ所だけが儲けて本州の大手企業に販売すると、儲けはすべて本州に流れて

しまいます。資本力のある企業は２、３年利益がなくても大丈夫ですが、中小零細企業は日々、

毎年が勝負です。その差はとても大きいです。いろいろなところと協力していくことで全体の安

定が得られると思います」。さらに布村社長はこう続け、「産学官の取組みは、皆さんにどうすれ

ば喜んでもらえるかを考えることです。研究を産業に結び付け、地域で育てていくためには、全

体のバランスを取ることが重要になります。まさにコーディネーターです」と、笑顔を見せま

す。

現在、同社の社員は役員３人と、製造部長１人ですが、この春卒業の新メンバーが加わり、４

月からは５人体制でフル稼働していきます。

布村社長は最後に「この会社は新しい海藻産業の

バリューチェーンを作る役割と、人と人を繋ぐコー

ディネーターの役割を果たして、地域に貢献できる

ようなベンチャー企業に発展させていきたいです」

と、意気込みを語りました。
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経済コラム 北斗星

産業としての「観光」と「DMO」
北海道経済の将来像を語るとき、「食」と「観光」が欠かせないキー・ワードとして登場

する。事実、北海道のGDPに占める「観光産業」（何を観光産業の範囲に含めるかにもよる

が）の占める割合は、近年急速に上昇している。この背景として、国内の入込客は低迷して

いるので、インバウンドの急増が大いに寄与していることは間違いない。いわゆる地方創生

の有力な柱として、全国各地の地方公共団体は、一様に「観光」を目玉として取り上げてい

る。このため全国の観光を巡る誘致合戦も次第に激しくなってきている。北海道は全国のイ

ンバウンドの約１割を確保しているので、一応健闘している」と評価しても良いが、このと

ころやや頭打ちの傾向もみられるので安閑としてはいられない状況だ。

こうした問題意識もあって、少し過去に遡って北海道の観光についてその推移を眺めてみ

た。その結果、過去１０年間、観光産業の「基盤整備」については、あまり捗々しい進展をみ

ていないのではないかという危惧の念を抱かざるを得ない。因みに平成１８年３月に発表され

た北海道観光戦略会議の「北海道観光戦略」を見ると、北海道観光をめぐる市場環境の変化

として、団体旅行から「個人・グループ旅行」へ、見物観光から「目的観光」へ、定型周遊

ルートから「広域内滞在型、広域内不定型移動」へ、などを指摘し、付加価値と顧客満足度

の向上、移動手段の充実、人材確保とノウハウの蓄積などのいわゆる「基盤整備の充実の必

要性」が提言されている。これは、現在行われている議論とほとんど変わらない。

北海道の観光予算は、平成２７年度からかなり増額されて来たが（平成２６年度８．４億円、平

成２７年度１５．０億円、平成３０年度２１．３億円）、その内訳をみると、事業別では、広報・プロ

モーションが平成２９年度で６４％、同３０年度で６０％を占めており、基盤整備の項目は平成２９年

度が１０％、同３０年度が１４％に過ぎない。

人材育成については両年とも僅か４％台である。プロモーション中心の観光施策が批判さ

れることが多いが、事業内容を見る限り、こうした批判が生ずるのもあながち的外れとは言

い難い。

観光施策として、近年、統合型リゾート（IR）や大規模会議場（MlCE）などと共に注目

されるのが、DMO（Destination Management/Marketing Organization）である。これは、政府

が海外の事例などを参考に、２０１５年「日本版DMOの創設」として打ち出した施策である。

その目的は、地域に持続的な経済効果をもたらす地域振興と住民のための横断組織を育成す

ることにあり、観光庁に登録が認められたDMO（法人）には国の助成金が支給される仕組

みとなっている。現在、北海道では、９法人の登録が認められている（ほかに３法人が申請

中）。DMOの活動は、市町村を跨いだ広域的な観光基盤の確立に有効な組織として期待され

ている。こうしたDMOの先進的な事例としては、「せとうちDMO」や「信州いいやま観光

局」などが有名だが、北海道のDMOもどうか充実した持続的・継続的な活動として取り組

んで欲しい。こうしたDMOの活動が、ともすればプロモーションー本槍な安易な観光振興

から、力強い基盤整備の促進へと向かっていくことが期待される。決してDMOを一時の流

行・ブームに終わらせてはならない。 （平成３０年３月１１日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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マーケット情報

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

【全体概要】
・１月の販売額は、４，４７３万円（前年同月比＋１１．０％）、レジ客数２８，８７９人（同＋１１．９％）、客単
価１，５４９円（同▲０．８％）。例年同様に帰省客や観光客が中旬以降減少したが、地元のお客様の
利用増加により、販売額・レジ客数ともに前年を上回った。
・振興局や地域の企業と連携して「根室フェア」、「十勝フェア」を開催し、それぞれの地域にス
ポットを当て、PRすることでより良さをお客様に伝えることができた。
・部門別では、畜産加工品（同＋２４．４％）の売れ筋は変わらず、「美唄やきとり」「エゾ鹿ソフト
ジャーキー」が人気であった。また、水産品（同＋１０．６％）は「たちかま」が人気であった。
テスト販売から定番となった「めかぶとろちゃん」の売上の伸びが目立った。次いで、乳製品
（同＋９．５％）、菓子（同＋９．２％）、農産品（同＋４．５％）など軒並み前年を上回る売上げとなっ
た。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 宗谷 利尻たちかま ９００ ３９５ ３５４，７８０
２ 胆振 きんき飯寿司 ５００ ３，６００ ５７ ２０５，２００
３ 空知 鮭キムチ １，０００ ２００ ２００，０００
４ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ １８６ １９７，８７７
５ 留萌 北の味一番たこ ８２０ １１６ ９９，８７６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ４４７ ２８３，７９０
２ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ ８１ １３７，２１４
３ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １４７ １３１，９１８
４ 石狩 北海道産サフォークラム ３，７１４ ２３ ８５，４２２
５ 石狩 美唄やきとり ５９３ １２９ ７６，３２０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 十勝 切干大根 ３８０ ４４３ １６８，３４０
２ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ １５６ １５２，８８０
３ 石狩 ほし甘いも（紅あずま） ６００ １９３ １１５，８００
４ 石狩 ほうれん草 ２２４ ３３３ ９１，０６７
５ 石狩 にしん漬け ５００ ８５０ ８８ ７４，８００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １８７ ６３，９５４
２ 渡島 トラピストバター １，１４３ ３８ ４５，６００
３ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ６４ ４０，３２０
４ 根室 べつかいのコーヒー屋さん１８０ml １２０ ２４７ ３３，２６５
５ 根室 べつかいの牛乳屋さん１８０ml １２０ ２３８ ３１，５４０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ ７５２ ６１５，７２６
２ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ３４０ ３５９，３８０
３ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ２７４ ３２９，６２２
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ５３２ ３１９，７３２
５ 石狩 白い恋人 ２４枚W&B １，４０９ ２２３ ３１４，２０７

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【２０１８年１月分】

（１）水産品 【７５２万円】

（２）畜産加工品 【２１６万円】

（３）農産品 【５１５万円】

（４）乳製品 【１９８万円】

（５）菓子類 【１，５９８万円】

※単価変更などにより単価×数量＝金額とはならない場合がある。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１３年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２０１６年１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４
２０１７年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２

４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ r１０９．１ △０．５
７～９月 r ９５．８ △１．９ １０２．５ ０．４ r ９６．５ △２．１ １００．４ ０．４ r ９７．３ △３．４ r１０７．３ △１．６
１０～１２月 r ９７．９ ２．２ r１０４．３ １．８ r ９８．４ ２．０ r１０１．４ １．０ r ９７．８ ０．５ r１０９．５ ２．１

２０１７年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ １０２．５ △１．０ r ９７．１ １．１ ９９．３ △２．５ r ９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０
１０月 ９７．５ ３．２ １０３．０ ０．５ ９８．８ １．８ ９８．９ △０．４ ９６．９ △０．４ １１０．７ ３．２
１１月 r ９７．０ △０．５ １０３．５ ０．５ ９６．８ △２．０ １０１．２ ２．３ ９７．５ ０．６ １０９．８ △０．８
１２月 r ９９．３ ２．４ r１０６．５ ２．９ r ９９．６ ２．９ r１０４．１ ２．９ r ９７．８ ０．３ r１０９．５ △０．３

２０１８年 １月 p９５．４ △３．９ p９９．５ △６．６ p９５．９ △３．７ p９８．３ △５．６ p１１０．２ １２．７ p１０８．８ △０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２０１６年１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８
２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４５△１．５ r ５０，９７１ △３．９ r １６，２４３ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１

４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１７年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 ８０，４３３△０．７ r １６，３０９△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７２９ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 ７６，４７７ １．３ r １５，５８１ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９４ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８７ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

ｏ．２６１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2018.03.20 16.36.48  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 － － － － － － － － － － － －
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２０１６年１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５
２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，１５９ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７

４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ p １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ p ３５，４５８ △０．２ p ８，７２０ △０．８

２０１７年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ r ４，７２３ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ r ４，５５５ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８８０ ２．５ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９５３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ r ５，１２４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０８４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ r ５，３８３ ６．３ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５６３，６２８ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２０１６年１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７
２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９９６ ４．１ ４１９ １１．５

４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１７年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４５ １．３ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０９０ ５．６ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４６ １．２ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５７ ５．４ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９６ ２．５ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ p １８５ １３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

ｏ．２６１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2018.03.20 16.36.48  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１３年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２０１６年１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６
２０１７年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０

４～６月 １１，２０２ ４．６ r２，４９９ １．１ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１７年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１３年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２０１６年１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６
２０１７年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８

４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１７年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

ｏ．２６１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2018.03.20 16.36.48  Page 27 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１３年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２０１６年１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９
２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９

４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１７年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１３年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２０１６年１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４
２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９

４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１７年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年４月号

ｏ．２６１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2018.03.20 16.36.48  Page 28 



ｏ．２６１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　表３　広告  2018.03.08 18.17.48  Page 45 



ほくよう
調査レポート

2018

4

No.261

●道内経済の動き

●北海道経済の新しい地政学的位置

●大連のスキーブームおよび自由貿易試験区
について

●北大発ベンチャー
北海道マリンイノベーション株式会社
代表取締役 布村 重樹さんに聞く

●経済コラム 北斗星
産業としての「観光」と「DMO」
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判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞
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